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第１回運営協議会（６月）

第２回運営協議会（８月）

第３回運営協議会（１０月）

※　納付金第３回シミュレーション結果
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※　納付金仮算定結果
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※　納付金本算定結果
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２　広域化の目的・方針

市町村国保が抱える構造的な課題

　（１）　年齢構成が高く、医療費水準が高い

　（２）　所得水準が低く、保険料（税）負担が重い

　（３）　財政運営が不安定な小規模保険者の存在、市町村間の格差

　　　　　　 解消

国民健康保険の広域化

（１）国保への財政支援の拡充（３，４００億円）により、財政基盤を強化

（２）都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営に
中心的な役割を担い、制度を安定化

（３）市町村間の事務の標準化、高額療養費多数該当の引継ぎ

（４）保険者努力支援制度の設立

３　改正内容

２



都道府県の主な役割 市町村の主な役割

１.財政運営 財政運営の責任主体

・市町村ごとの国保事業費納付金を
決定
・財政安定化基金の設置・運営

・国保事業費納付金を都道府県に
納付

２.資格管理 国保運営方針に基づき、事務の効率
化、標準化、広域化を推進

※3．と4．も同様

・地域住民と身近な関係の中、資格
を管理（被保険者証等の発行）

３.保険料の決定
賦課・微収

標準的な算定方法等により、市町村
ごとの標準保険料率を算定・公表

・標準保険料率等を参考に保険料
率を決定

・個々の事情に応じた賦課・徴収

４.保険給付 ・給付に必要な費用を、全額、市町村
に対して支払い

・市町村が行った保険給付の点検

・保険給付の決定

５.保健事業 市町村に対し、必要な助言・支援 ・被保険者の特性に応じたきめ細か
い保健事業を実施

県と市の役割分担
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４　現状の税率決定の仕組み

和光市内　医療給付費　総額

５５億円

保険税負担

２０．７億円

国・県負担

（公費）

２０．７億円

前期高齢者
交付金

１３．７億円

５０％ ５０％

制度上

保険税負担

２５．５億円

国・県負担

（公費）

１５．８億円

前期高齢者
交付金

１３．７億円

６２％ ３８％

国・県負担調整後
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国・県負担

（公費）

約１５．８億円

現状

前期高齢者
交付金

約１３．７億円

その他　　　　　　６．２億円

法定外繰入　　　４．５億円

保険税　　　　　　１４．９億円

今後

納付金

約２４．７億円

合計　　２５．５億円
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５　納付金算定の方法
市町村の納付金は、県で必要な納付金総額を県所得水準により応能分・応益分に按分した後、
各市町村の所得シェア、被保険者数シェア、医療費水準を反映させることにより算定する。

【埼玉県全体】

保険給付費

（医療費等）

公費など

県で必要な

納付金額総額

応能分

応益分

×

×

所得シェア

被保険者数

シェア

× 医療費水準

市町村ごとの納付金

6,431億円

3,922億円

2,509億円

所得シェア

＝和光市被保険者の所得／県全体被保険者の所得

被保険者数シェア

＝和光市の被保険者数／県全体の被保険者数

＝
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６　Ｈ30以降の税率決定の仕組み

県内

医療
給付費

6,431億円

財源
内訳

公費
など

3,992億円

県で必要な
納付金総額

2,509億円

さいたま市

川越市

【納付金】

・
・

和光市
24.7億円

・
・

７

その他全市町村



７　第２回シミュレーション結果

（１）　県から求められる納付金額

納付金（医療、後期は退職除く。）

合計 2,468,012,765
医療 1,761,977,064
後期 497,092,531
介護 208,943,170

必要な保健税総額＝納付金

　　　　　　　　　　＋保健事業（特定健診等に要する費用含む。）＋出産育児諸費＋葬祭諸費

　　　　　　　　　　－基盤安定（保険者支援分）－特定健診等負担金（国・県）－保険税滞納繰越金－出産育児一時金（法定繰入分）

　　　　　　　　　　－財政安定化支援事業繰入金－算定可能な県繰入金

円
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（２）今後の保険税負担

納付金

２４．７億円

保健事業等　　１．５億円

保険税

２４．５億円

市町村向け公費　　１．６億円

【支出】 【収入】

９

保険給付費
療養の給付（３５．５億円）

療養費（０．６億円）

高額療養費（４．９億円）

など

４１．２億円

交付金

４１．２億円



【今後】

保険税調定額

２６．９億円

保険税調定額

２８．２億円

【現行】

Ｈ２８

保険税調定額

１６．４億円

一人当たり調定額 １６３，０６２円 ９９，３３８円

（Ｈ２８比増減　１６４．１５％）

【本来】

※前述の「保険税負担分」を全額
税で集めた場合

収納率　９１．０％

１７０，６６９円

法定外繰入金

基金からの繰入金

基盤安定繰入金（軽減分）など
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（３）標準保険料率

現行 県標準保険料率 市標準保険料率
（２方式）

市標準保険料率
（４方式）

医療分

応能割
所得割 6.30%

7.88％ 8.54％
9.14％

資産割 12.00% 19.84％

応益割
均等割 15,600円

45,073円 48,929円
16,203円

平等割 18,000円 35,377円

後期分
応能割 所得割 1.80％ 2.32％ 2.31％ 2.58％

応益割 均等割 7,200円 13,413円 13,332円 10,514円

介護分
応能割 所得割 1.00％ 2.15％ 2.18％ 2.03％

応益割 均等割 7,200円 15,474円 15,680円 14,564円

１１



（１）所得別世帯数　　

８　Ｈ３０からの税率改正の検討

所得 世帯数

0～33万円 3,723

33～100万円 1,522
100～200万円 2,318
200～300万円 1,280
300～400万円 652
400～500万円 362
500～600万円 208
600～700万円 102

700～800万円 57
800万円～ 275
合　計 10,499

１２

※　７・５・２軽減世帯　　　3,911世帯



（２）　賦課割合（応能・応益）の考え方

応益割

応能割

５０

５０

３３

６７

中間所得者　負担減

（低所得者　負担増）

低所得者　負担減

（中間所得者　負担増）
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4方式（医療分）

応能割→　所得割（６．３％）・資産割（１２．０％）

応益割→　均等割（１５，６００円）・平等割（１８，０００円）



１人世帯　４０歳　給与収入 資産　０円

税率
設定

医療分

応能割 応益割

所得割率 資産割率 均等割率 平等割率 課税限度額

現行 6.30％ 12.00％ 15,600円 18,000円 540,000円

50：50 6.83％ 14.82％ 24,505円 53,504円 540,000円

67：33 9.14％ 19.84％ 16,203円 35,377円 540,000円

前年収入 前年所得 現行 Ｈ30　50：50 Ｈ30　67：33

１名 １名 　増加率 １名 　増加率

医療
分

支援
分

介護
分

医療
分

支援
分

介護
分

医療
分

支援
分

介護
分

980,000 330,000 14,200 33,900 138.7％ 22,800 60.6％

2,000,000 1,220,000 128,900 205,500 59.4％ 198,900 54.3％

5,000,000 3,460,000 332,700 438,000 31.7％ 506,900 52.4％

8,000,000 6,000,000 563,900 701,700 24.4％ 826,400 46.6％

国民健康保険税額表　４方式
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１人世帯　６５歳　年金収入　　　　資産０円

税率
設定

医療分

応能割 応益割

所得割率 資産割率 均等割率 平等割率 課税限度額

現行 6.30％ 12.00％ 15,600円 18,000円 540,000円

50：50 6.83％ 14.82％ 24,505円 53,504円 540,000円

67：33 9.14％ 19.84％ 16,203円 35,377円 540,000円

前年収入 前年所得 現行 Ｈ30　50：50 Ｈ30　67：33

１名 １名 増加率 １名 増加率

医療
分

支援
分

介護
分

医療
分

支援
分

介護
分

医療
分

支援
分

介護
分

980,000 0 12,100 28,100 132.2％ 18,500 52.9％

2,000,000 800,000 70,600 116,200 64.6％ 104,700 48.3％

5,000,000 3,465,000 294,700 368,200 24.9％ 429,400 45.7％

8,000,000 6,045,000 503,600 593,900 17.9％ 697,900 38.6％

国民健康保険税額表　４方式
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賦課割合の方向性

低所得者への負担に配慮し、応能割に比重をおいた賦課割合とする。
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